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イベント概要 

 

[企業名]  川崎重工業株式会社 

 

[企業 ID]  7012 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 投資家カンファレンス 

 

[イベント名]  グループビジョン 2030進捗報告会 

 

[決算期]   

 

[日程]   2026年 10月 6日 

 

[ページ数]  84 

 

[時間]   13:00 – 15:20 

（合計：140分、登壇：71分、質疑応答：69分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]   

 

[出席人数]   

 

[登壇者]  3名 

代表取締役 社長執行役員  橋本 康彦（以下、橋本） 

代表取締役 副社長執行役員  山本 克也（以下、山本） 

コーポレートコミュニケーション総括部長 

     勝野 弘之（以下、勝野） 
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[アナリスト名]* 野村證券    前川 健太郎 

UBS証券    佐々木 翼 

岡三証券    諸田 利春 

ゴールドマン・サックス証券 諌山 裕一郎 

 

 

*質疑応答の中で発言をしたアナリスト、または質問が代読されたアナリストの中で、

SCRIPTS Asiaが特定出来たものに限る 
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登壇 

 

司会：本会見は、当社からのご説明を 70分程度行った後、質疑応答を 70分程度させていただ

き、その後、15時 15分ごろの終了を予定しております。本会見は、会場とオンライン配信を併用

して開催しております。質疑応答に関しましては、本会場でのご参加の皆様、オンラインでのご参

加の方、ともにご質問に回答させていただきます。 

本ステージでのプログラム終了後には、こちらの 2階フロアおよび 1階フロアにて、展示物の内覧

も予定しております。どうぞ最後までお付き合いのほど、よろしくお願いいたします。 

川崎重工業株式会社、代表取締役社長執行役員、橋本康彦より、ご説明を申し上げます。橋本さ

ん、よろしくお願いいたします。 

橋本：皆様、こんにちは。社長の橋本でございます。本日はお忙しいところ、グループビジョン
2030進捗報告会にご参加いただき、誠にありがとうございます。 

本グループビジョン報告は 2023年以降、3年ぶりとなります。 

皆様ご存じのように、2024年に川崎重工でコンプライアンス違反が発覚し、その後、ガバナンス

コンプライアンス体制の立て直しに 2年間注力してまいりました。皆さんには大変ご心配、ご迷惑

をおかけいたしましたが、2年かけて体制をしっかり整え、引き続き、企業文化として定着させる

取組みを継続しております。 

一方、その間も、グループビジョン 2030に向けた活動はしっかり進め、成果と合わせ、将来の成

長の道筋もはっきりしてまいりました。本日は、それについて皆さんにお伝えしたいと思います。 
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本日は、全社の重点投資方針から、注力する防衛事業、エネルギー事業、さらにフィジカル AIに

関する取組みをご説明いたします。 

本日の内容をお聞きいただくことで、グループビジョン 2030の実現にしっかりとつながっている

ことを感じていただける、そう確信しています。 

 

全社の重点投資方針です。 
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この 3年間を振り返ってみたいと思います。 

売上収益・事業利益につきましては、2024年、25年ともに、過去最高を更新するとともに、今年

度も売上収益 2兆 5,600億円、事業利益も 1,800億円と過去最高を更新する見込みであり、グルー

プビジョン 2030で掲げた売上利益目標に向けて、着実に歩んでおります。 

 

また、グループビジョン 2030では、三つの注力フィールドとして、安全安心リモート社会、近未

来モビリティ、エネルギー・環境ソリューション、これを設定いたしました。 

設定から 6年が経過する中、世界的な天然ガス回帰の流れ、異常気象、中東情勢の緊迫化、エネル

ギーリスクや価格上昇など、当社事業を取り巻く環境は大きく変化し、ますます複雑になりつつあ

ります。 
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こうした社会情勢の変化を踏まえ、政府は 2026年に、日本の戦略 17分野を設定いたしました。

17分野のうち、当社の事業領域は半数の 8分野に該当しており、今後も国策と連動し、当社事業

をさらに飛躍させてまいります。 

 

さて、外部環境の変化を追い風に、当社の事業の成長をさらに加速すべく、本年 7月に約 2,000億

円の資本性調達を実施いたしました。 
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航空宇宙・エンジン、ガスタービン、造船、ロボットといった基盤事業の強化に約 1,000億円、そ

して、水素サプライチェーンの構築やフィジカル AIといった中長期的な成長領域に対し、約

1,000億円を活用し、成長投資を実行してまいります。フィジカル AIにつきましては、短期的に

はまず、社内の生産効率化に向けた開発投資から始めてまいります。 

また、本資本性調達により、ネット D/Eレシオ 50%程度を目安とした財務健全性を維持しなが

ら、拡大された投資余力を使い、さらなる成長投資を加速してまいります。 

 

資本性調達による投資効果は、2028年ごろから出現すると見込んでおります。 

短期的には、ロボット・ガスタービン等の増産投資や、それら事業の生産工程でのフィジカル AI

活用による投資効果、そして中長期的には、それらの事業に加えまして、水素・サプライチェーン

構築やフィジカル AIによる、各事業のさらなる事業競争力強化などの投資効果が大きくなる見込

みでございます。 
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2027年から 2030年の 4年間における、当社のキャッシュアロケーションのイメージをお示しい

たします。 

現在、高収益かつ将来の大幅な成長が見込まれる主力事業と、中長期的に飛躍的な成長が見込まれ

る新規育成事業を中心に、投資を促進いたします。 

2027年から 2030年の 4年間のキャッシュインは、営業キャッシュフローと今回の資本性調達を

合わせて、約 1.3兆円を見込んでいます。キャッシュアウトは、水素、ロボット、ガスタービン、

防衛、航空宇宙・エンジン等の事業のうち、成長に向けた投資に対して約 5,500億円、その他経常

投資に対して約 5,500億円、株主還元に約 2,000億円を見込んでいます。 

成長に向けた投資 5,500億円の内訳としましては、ロボット＋フィジカル AIと航空宇宙・エンジ

ンで過半数を占めるほか、右の円グラフのとおりとなっております。なお、円の外側の緑の部分

に、資本性調達を充当いたします。 
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これらの事業の成長に向けた投資を、資本性調達を活用しながら他社に先駆けて着実に実行し、

2030年度には売上収益 3.3兆円超、事業利益率 10%超を実現してまいります。2030年度の売上収

益に関しては、これまで目標としていました 3兆円超から、約 3,000億円の上方修正となります。 

 

2026年度と 2030年度の、セグメント別売上収益のイメージです。 
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2030年にかけて、航空宇宙システム、エネルギーソリューション&マリン、精密機械・ロボット

の売上比率が高まる見込みでございます。 

 

さて、このキャッシュアロケーション方針の下、当社は引き続き、三つの注力フィールドを中心と

した、さまざまな事業を加速してまいります。これからは、各事業について、方針をご説明いたし

ます。 
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まずは防衛事業についてです。 

わが国の安全保障環境は厳しさと複雑さを増しており、その変化に当社がいかに応えていくのか。

前回の報告からの進捗成果と合わせ、ご説明いたします。 

事業の進捗と成長の見通しです。 

防衛力の抜本的強化に伴う防衛費の増額を追い風に、2030年度の売上見通しを前回の 5,000億か

ら 7,000億という数字から、約 7,000億から 8,000億に上方修正いたします。 

そして、2030年代中ごろには、本日ご説明する、新しい戦い方に対応する取組みと、既存事業を

合わせ、売上収益 1兆円の達成を目指してまいります。 

また、事業利益率につきましては、契約制度の改定等を踏まえ、2027年度以降は、事業利益率

10%超を実現する見込みでございます。 

 

当社の既存事業の成果の三つをご紹介いたします。 

まずは SOJ（スタンド・オフ電子戦機）です。これは当社が主契約である C-2輸送機を基に開発

した電子戦機です。本年 6月に初号機を納入いたしました。今後は、量産および機能拡充の段階に

入ります。 

次に、新 SSM（島嶼防衛用新対艦誘導弾）は、昨年、発射試験に成功いたしました。機体、誘導

技術、エンジンといった当社の技術を結集し、開発を進めています。実飛行では、その成果を実証
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できたことは大変大きな前進です。この実績をベースに、次世代型の開発にもつなげてまいりま

す。 

そして、スタンド・オフ防衛能力です。2025年度にスタンド・オフミサイル搭載のための研究試

作を受注し、設計、開発作業を進めております。本研究試作を通して、技術データを取得してまい

ります。 

当社は、各案件を確実に次のステージに進めてまいります。 

 

今後の防衛予算に関する当社の見通しについてご説明いたします。 

わが国を取り巻く安全保障環境が大きく変化する中、政府は防衛力の抜本的な強化を進める方針を

示しています。当社としては、こうした政府方針の下、防衛予算は今後も拡大基調が続くととも

に、求められる能力も変化していくと考えています。とりわけ、AI、無人アセットなどの新しい戦

い方に関する領域の重要性が、いっそう高まっていくと考えております。 
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新しい戦い方に向けた当社の取組みについてご説明いたします。 

当社はこれまで、P-1、新 SSM、潜水艦、あるいはブルーインパルスにも採用されています T-4

中等練習機、KJエンジンなど、幅広い製品の開発、製造、さらに運用支援を通じて、多様な技術

を培い、実績を積み重ねてまいりました。 

これらを基盤に、AI技術の深化、スタートアップや海外企業との連携、教育システムおよび KJエ

ンジンの開発を推進し、新しい戦い方を実現するシステム・装備へと発展させてまいります。 

その一つ目が有人機と無人機の連携、二つ目が自律協調システム、三つ目が統合教育訓練システ

ム、四つ目が KJエンジンです。これら四つの取組みについて、順にご説明いたします。 
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一つ目は、有人機と無人機の連携です。 

今後も有人機は、防衛任務の中核を担い続けると考えています。一方で、安全保障環境の変化に伴

い、長距離・長時間運用や脅威圏での活動など、有人機だけでは対応が難しい任務も増えていくと

いう認識を持っています。このため、有人機の任務を補完あるいは代替する無人機のニーズは、今

後ますます高まるとともに、有人機との連携が重要になってきます。 

当社はこれまで、大型航空機から誘導機まで幅広い製品の開発、製造、運用支援を担ってまいりま

した。その知見を活かし、長距離・長時間運用や高度な任務に対応する中・大型無人機などの開発

を、国内外のパートナーとともに連携し、早期に実現してまいります。 
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次に、今後の安全保障環境では、遠く隔てられた、より高い脅威圏での対応が求められます。そこ

で当社は、各アセットが情報を共有し、連携しながら、与えられた任務を遂行する自律協調システ

ムの開発を進めています。その中核となるのが、エッジ AIです。 

これは、誘導機のような小型で廉価なアセットにも搭載可能な AIであり、各アセットの連携を可

能とする高知能化を実現いたします。これらにより、遠隔・高脅威圏におきましても、与えられた

指示を個々のアセットが連携、協調し、より効果的に任務を遂行できます。 

当社は、新 SSMの開発を通じて培ってきた機体、誘導制御、エンジンのインテグレーション技術

に、さらにスタートアップを初めとする外部パートナーとの先進技術も積極的に取り込みながら、

エッジ AIを組み合わせることで、自律協調システムの実現を加速してまいります。 



 
 

 

 
 
 

16 
 

 

次に、次世代パイロット養成を支える AIを活用した統合教育訓練システムです。 

当社は T-4練習機を開発、製造し、長きにわたり、その運用を支えてまいりました。その経験を活

かし、次世代練習機の開発に取り組むとともに、教育訓練システムをこれからの時代にふさわしい

形へと進化させてまいります。 

無人機や他の機体の連携訓練を可能とする仮想模擬訓練環境を、地上と実飛行訓練で提供し、より

実践的な訓練を可能とします。さらに、地上のシミュレーター訓練から実機による飛行訓練までを

AIとデータでつなぐとともに、訓練データや教育計画、教材、機材の運用などの情報を統合デー

タ教育訓練基盤で一元管理し、教育訓練全体を最適化してまいります。 

当社は、先進地上訓練装置、次世代練習機、統合データ教育訓練基盤を一体化して、次世代の教育

訓練環境を提供してまいります。 
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そして、新しい戦い方で求められる能力を、その根幹で支えるのがエンジンです。 

当社は小型、高効率、低コストを特徴とする KJエンジンを自社開発しています。低コスト、大量

生産のニーズに応えるエンジンから、高性能無人機や長射程化など、高い性能が求められる領域に

対応するエンジンまで、幅広いラインナップを展開しています。 

中でも、無人機に搭載可能な、国内唯一の大電力を供給できる小型ターボファンエンジンを開発し

ており、新しい戦い方を支えるエンジン事業に発展させています。これらのエンジンは国内にとど

まらず、海外市場への展開も目指してまいります。 

本日説明しました取組みにより、わが国の安全保障に貢献するとともに、既存事業の発展と、新た

な成長領域の獲得を通じて、2030年代半ばには売上収益 1兆円の達成を目指してまいります。 
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ここからは、エネルギー事業についてご説明いたします。 

世界のエネルギーを取り巻く環境は、AI普及や経済発展に伴う電力需要の増加、地政学リスク等

を背景としたエネルギー安定供給の課題に加え、酷暑や豪雨などの自然災害を通じて、あらためて

認識される脱炭素化の必要性、さらには、足元では天然ガス回帰などを背景に、大きな転換期を迎

えています。 
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当社は、電力需要の増加やエネルギーの安定供給、脱炭素化といった社会課題に対し、エネルギー

輸送、水素、CO2回収・利活用などを、エネルギー・環境ソリューションとして提供してまいり

ます。 

 

ここからは、電力需要にこたえる取組みについてご説明いたします。 

まず、世界の電力需要ですが、昨今の AI・データセンターの拡大や、経済発展を背景に、2040年

には、世界の電力需要が現在の約 1.4倍に増加すると予想されています。 

そのため、電力の安定供給は今後、さらに重要な課題となると考えています。 
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このような電力需要の増加に伴い、ガスタービン需要も大きく増加しています。 

大型ガスタービンの製造キャパシティの逼迫も相まって、特に当社が得意としている中小型ガスタ

ービンのニーズが大きく伸長しています。実際に、当社のガスタービン受注実績におきましても、

今年度は 2023年度比で約 1.5倍の受注を見込んでいます。 
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当社は、これまで注力してきた建物用非常用電源や分散型電源での、中小型ガスタービンで培った

強みを活かし、大きく成長する世界のデータセンター市場に今後、特に注力してまいります。 

 

データセンター市場における中型ガスタービンのメリットとしては、第 1に、運用開始までに要す

る期間が短く、急増する電力需要に柔軟に対応できるということが挙げられます。 

また、データセンターは、クラウド需要の増加、GPU増設等の要因により、電力の要求容量が変

わることがあります。中型ガスタービンは増設などが柔軟にでき、構成を変更することがメリット

として挙げられます。 

こうした強みを背景に、データセンター向けガスタービン需要を着実につかんでいきます。 
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ただ、データセンター向けだけに注力するのではなく、これまで強みとしてきました、非常用ガス

タービン、分散型発電につきましても、引き続き取り組んでまいります。 

 

これらの市場を着実につかんでいくために、中型ガスタービンでは、2035年度までに約 400億円

を投資し、生産能力を 2030年までに 2.3倍、2035年までに 5倍、小型ガスタービンに関しては、

約 200億円を投資し、生産能力を 2030年までに 2.3倍、2035年までに 2.5倍と、ガスタービンの
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生産能力を大幅に増強させ、今後の需要に対応していくとともに、2035年度以降もマーケットの

状況を踏まえ、投資を進めてまいります。 

 

このように、大きな市場機会に対して成長投資を積極的に実行し、売上収益につきましては、

2035年には、中型で現状の約 4倍、小型で約 2.3倍に成長させ、事業利益につきましても、全体

で現状の 4倍に引き上げてまいります。 
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この流れは、ガスタービンだけではありません。データセンター向けでは、ガスエンジンの引き合

いも急激に増加しております。 

ガスエンジンにつきましても約 170億円を投資し、生産能力を 34年までに 10倍に増強し、売

上、利益ともに大幅な成長を実現してまいります。 

ここまでは、電力需要の増加と安定供給に対応するためのお話をしてまいりました。 

 

続きまして、気候変動や環境問題への対応として、カーボンニュートラルの実現を支える当社の取

組みについてご説明申し上げます。 

まず、足元のエネルギー市場では、北米を中心に天然ガス回帰の動きが鮮明になっています。 

IEA における天然ガスの見通しにおいても、需給量が拡大するシナリオがあり、トランジション期

間が長期化すると考えています。 
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ただし、トランジション期間が長期化しても、現在、トランジション期、水素社会、どの時代にも

対応できるような LNG製品、水素 Ready製品、水素製品のラインナップをそろえ、常に最適解を

提供できます。水素社会が到来するまでの間もシームレスに対応できることが、当社の強みだと考

えております。 
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エネルギーの自給率の低い日本にとって、海外からエネルギーを安定的に輸入する船舶は不可欠で

ございます。その重要性は、近年ますます高まっています。 

当社は主力製品である LPG/アンモニア運搬船や、すいそ ふろんてぃあに続く液化水素運搬船の建

造に加え、LNG運搬船の国内建造再開に向けた協議を進めています。船舶の建造基盤を強化し、

エネルギー輸送に貢献してまいります。 

 

こうした前提を踏まえ、トランジションソリューションを含めた全体の事業規模見通しがこちらに

なります。 

LNG/LPG関連製品、水素関連製品、CO2回収製品を含め、2040年度までに累計 8兆円規模の事

業創出を目標とし、収益の柱として育ててまいります。 
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ここからは、カーボンニュートラルの中核となる水素および CO2回収について、商用化に向けた

進捗を説明いたします。 

いずれも研究開発の段階から事業として立ち上げ、収益化するフェーズに移行させてまいります。 

水素事業では、日本水素エネルギーが進める商用化実証の 2030年度完遂に向け、現在、5万立方

メートルの液化水素貯蔵タンクを含む、川崎 LH2ターミナルを建設しています。加えまして、4

万立方メートルの液化水素運搬船も当社、坂出工場で建造しています。 

商用化実証で蓄積する知見は、2030年代前半の商用化段階における確実な受注につなげてまいり

ます。 
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また、日本全体に水素を供給する基盤として、水素バリューチェーン推進協議会、JH2A ととも

に、水素大動脈構想を進めています。これは水素の需要を点ではなく面で広げ、社会実装を一気に

進める取組みでございます。 

まず、モビリティ分野から需要を立ち上げ、発電、化学、製鉄などの産業分野に広げていく、この

構想に当社の製品も大きく寄与します。この構想を絵に描いた計画で終わらせず、官民が連携し、

民間企業の投資と技術を結集することで、日本における水素の社会実装を前倒ししてまいります。 
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グローバルでも、事業化に向けた布石を着実に打っております。 

2024年度以降、水素サプライチェーン構築に資する 10件以上のMOU等を締結し、供給側・需要

側の双方でパートナーシップを拡大してまいりました。各地でプロジェクトを組成し、液化水素運

搬船、基地タンク、関連機器の受注につなげることが狙いでございます。 

 

足元では、欧州の連携が大きく発展しています。 
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ハンブルグにおいては、Daimler Truck 社やMB Energy社との連携をし、水素の安定供給とモビ

リティ分野での利活用拡大を、アムステルダムでは、海上輸送から受け入れまでのインフラ整備

で、当社の技術と製品を投入し、安全で安定した液化水素サプライチェーンの実装を目指してまい

ります。 

ライン川内陸に位置するフランス・ストラスブールでは、内陸部への 2次的な液化水素ハブと物流

チェーンの構築の可能性を検討してまいります。 

このように、主要港湾を起点とし、内陸需要に広げることで、欧州での水素供給網を構築し、当社

製品の将来の需要を先取りしてまいります。 

 

先ほどお示した海外での提携を、水素サプライチェーンのつくる・はこぶ・ためる・つかうの各領

域に当てはめると、さまざまな領域において、当社の製品が連携できるということはおわかりいた

だけると思います。 

当社では、今後も各プロジェクトにおいて、地域の特性に合ったサプライチェーンの各領域に寄与

することで、継続的な事業機会の獲得を目指してまいります。 
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9月 22日には、ドイツの Bosch Rexroth社と油圧機器および水素ソリューションに関する契約を

締結いたしました。これは、水素利活用の裾野を広げるという点で大きな一歩でございます。 

油圧システム、電気駆動、制御技術の分野で世界的な競争力を持つ Bosch Rexroth社との連携に

より、国内外のモビリティを初めとする水素供給、利活用領域で当社の事業発展を加速させます。 

本日は、会場に現在の水素事業の進捗を紹介する動画を準備しておりますので、この後の展示ツア

ーで、ぜひ皆様、ご覧いただければと考えております。 
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次に、カーボンニュートラル実現に向け重要となる CO2回収・利活用についてです。 

こちらは昨年、当社が神戸工場に設置した CO2回収設備です。 

左側が、大気から CO2を回収する DAC設備、右側が工場内のガスエンジンの排ガスから CO2を

回収する PCC 設備となります。 

 



 
 

 

 
 
 

33 
 

これらの設備は稼働以来、多くの方々にご視察いただいております。 

写真の左側が豪州資源大臣様ご一行、右側がマレーシア国営石油会社の PETRONAS様ご一行にな

ります。ほかにも、国内外の政府関係者や企業にご視察いただいており、CO2回収、そして、カ

ーボンニュートラルに向けた関心、期待の高さを、あらためて実感しております。 

 

当社では、CO2回収の社会実装に向けて、着実に歩みを進めています。 

MODEC とともに進めている海上石油・天然ガス生産プラント、FPSO設備での CO2回収につき

ましては、すでに大規模 CO2回収の FSを完了し、今後、FEEDや EPC に向けた協議を進めてお

ります。 

JERA とともに進めています、横須賀火力発電所における CO2回収実証については、現在、実証機

の FSを実施中で、2030年度までに実証機設置予定となっております。 

海外では、PETRONASと FS実施に向けたMOUを締結し、事業性調査を推進しております。 

CO2回収の社会実装には、回収・貯留パートナーとの連携が不可欠でございます。当社はこうし

たパートナーとの連携を通じて、社会実装を目指してまいります。 
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このような連携を着実に進め、国内実証から貯留可能な地域への展開を進め、本格事業化を目指し

ていきます。 

事業規模としては、2036年に約 250億、2040年には約 700億規模を計画しております。 

 

ここまで、水素・CO2回収事業の進捗についてお話しましたが、この水素はカーボンニュートラ

ルへの手段であると同時に、天然ガス、再生可能エネルギー、水力・原子力など、さまざまなもの



 
 

 

 
 
 

35 
 

から製造可能なことから、エネルギー安全保障を支える戦略資源として、その重要性が一段と高ま

っています。また、水素はそのまま利用するだけではなく、回収した CO2と組み合わせること

で、ガソリンやナフサなどの合成燃料、化学品への展開も期待されます。 

当社は、水素を S+3E、すなわち安全性、Safetyを大前提とし、自給率、Energy security、経済効

率性、Economic efficiency、環境適合性、Environmentを同時に満たす次世代エネルギーとして

位置づけてまいりました。引き続き、カーボンニュートラルとエネルギー安全保障の双方に貢献し

ながら、水素事業、CO2回収事業の社会実装を加速させ、将来の成長を支える事業として、着実

に育ててまいります。 

 

ここからは、フィジカル AIの活用による、当社が目指す社会変革と事業成長の姿についてご説明

いたします。 

まず、AIの発展です。 

AIは近年発展を続け、そして今、仮想空間を超え、現実世界で行動するフィジカル AIが登場して

います。 
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AIの発展は今も加速度的に続いており、フィジカル AIの適用範囲も急速的に広がっています。 

 

フィジカル AIが社会に広く実装されるためには、AIだけではなく、それを支える基盤の発展が欠

かせません。当社は、フィジカル AIを活用する側であると同時に、その発展を支える半導体製造

や、あるいはエネルギー供給にも関わる企業です。 
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ここからは、そのうちの一つ、半導体ロボット分野についてご説明いたします。 

半導体需要の拡大に伴い、半導体製造装置市場については、マーケット全体では 2026年度以降、

年平均約 10%で成長する見通しです。その中でも、当社の主要なお客様に関しては、平均約 14%

と、高水準で成長を見込んでおります。 
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顧客の高水準での成長に応えるべく、当社は半導体用ロボットの増産のために 75億円を投資し、

生産能力を拡充し、拡大する需要を確実に取り込んでまいります。 

まずは、既存建屋を利用して早期に能力を引き上げ、2027年度には現在の 1.5倍、2029年度まで

には現在の 2倍に増強する予定でございます。今後の需要動向によっては、すでに確保している工

場用地を活用し、さらなる能力拡大や新工場の建設も視野に入れ、柔軟に対応してまいります。 

 

生産能力の拡大により、顧客の需要を確実に取り込み、従来から顧客ニーズの高い大気工程のシェ

ア拡大に加え、すでに展開済みの、後工程・真空工程・システム製品につきましても、量産納入が

始まっており、全体として、さらなる拡大が見込めております。 
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一方、半導体産業では、市場成長と同時に、工場内での人手不足が世界的に大きな課題となってお

ります。 

この課題に対し、当社は、半導体製造装置の自動化にとどまらず、半導体工場で多くの人が実施し

ているメンテナンスに対しても対象を広げ、フィジカル AIの活用により、導入領域をさらに広げ

てまいります。 
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こちらは、半導体工場におけるフィジカル AI活用のイメージです。 

先日、記事でも取り上げていただいた、フィジカル AIを活用した自律型人型ロボット、ヒューマ

ノイドは、半導体工場の自動化にも適用していく予定です。加えまして、ヒューマノイドのみなら

ず、顧客ニーズに応じ、産業用ロボットも含めて対応し、さらに展開を拡大してまいります。 

 

以上のことから、当社は、産業用ロボット事業におきましても、今後はより半導体用ロボット領域

にフォーカスして、成長を加速させてまいります。 

大気工程のみならず、真空工程等も含む既存分野におけるシェア拡大、さらなる拡販、さらにはフ

ィジカル AIの活用による自動化領域の展開も踏まえ、半導体用ロボット事業は 2030年にかけて

売上をおよそ 2倍、中長期的には市場成長を上回る年平均 15%規模で確実に成長し、2035年には

売上 1,600億円規模にすることを目指してまいります。 
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ここで、フィジカル AIを支える半導体と、その製造現場の自動化について、これまではご説明い

たしました。さらに当社は、フィジカル AIの活用により、ものづくりとくらしの変革を実現して

まいります。 

 

まずは、ものづくりの変革です。 
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ここでは、複雑で、タフな現場環境の代表として、造船現場におけるフィジカル AIの活用をご説

明いたします。 

 

造船業は、他の製造業に比較して、1人あたりの売上高が低く、労働集約型の産業です。 

船の建造には、多くの技術者・技能者が必要であり、人手に大きく依存しています。建造需要が高

まる中、人員の増加に頼らない事業構造への変革が求められています。 
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さらに、造船業に従事する日本人就労者数は、中期的には減少が続いております。 

特に、船造りの中核を担う熟練溶接人員は年々減少しており、人員不足に加え、熟練技術やノウハ

ウ伝承にも大きな課題を抱えています。 

 

こうした状況の中、国内の建造量は大きく減少し、日本の船を日本で造る、こういった力が弱まっ

ています。 

一方、国の造船業再生ロードマップでは、2035年に向けて、国内建造量を 2倍に引き上げる方針

が示されています。この実現には、建造能力拡大、生産性向上、コスト削減を、同時に進める必要

があります。 
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当社はかねてより、将来の建造能力拡大を見据え、造船業の変革の必要性を強く認識しており、

2020年から建造に係る全ての情報をデジタルで一元管理するとともに、現場の自動化を進める商

船 DX 活動に取り組んでまいりました。これは次世代の船をより早く、より確実に建造するための

当社の戦略です。 
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さらに今後は、これまで積み上げてきた商船 DXの活動を土台とし、フィジカル AIの活用によ

り、造船業変革の取組みを一気に加速してまいります。これにより、まだ他国も確立していないフ

ィジカル AIを活用し、新たな造船業のモデルを形成し、造船能力の拡大と労働集約型からの脱却

を実現し、造船業を魅力ある産業に変革してまいります。 

 

しかしながら、造船現場の自動化は容易ではありません。 

狭所・暗所における複雑な姿勢での溶接や、高所に移動しての作業など、作業場所も条件も一定で

はありません。さらに、溶接には作業ごとのコツなど、熟練工の暗黙知が多く存在します。 

この複雑な環境と暗黙知の双方が、自動化の実現を大変難しくしています。 
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自動化に向けて、大きく二つのアプローチがあります。 

一つは、人の動きを再現するロボットを追求するということ。もう一つは、熟練作業者の作業や行

動を分析し、アプリケーション開発やロボットの作り込みをするということです。 

この双方のアプローチに長年、取り組んできた当社だからこそ、この一筋縄ではいかない造船現場

の自動化が可能になると考えています。 
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当社のロボットを初めとする自動化技術、実際の造船現場、そして、長年蓄積した生産ノウハウ。

この三つを掛け合わせることが Kawasakiの強みであり、これにより、フィジカル AIによる造船

現場の変革スピードを極めて速くすることができます。 

それでは、この三つを掛け合わせた具体的な現場の変革イメージを動画にしていますので、どうぞ

ご覧ください。 

 

映像：真夏の造船所。焼けつく鉄と炎天下の中、熱い保護具を着込み、さまざまな準備を経て、高
所や狭隘部で同じ姿勢を保ちながら、熟練の技で溶接を続ける。今の造船の仕事は人の技と体力に

支えられています。 

そこに Kawasakiは、現場の知見をフィジカル AIとして取り込んだ造船 AI溶接ロボット。体力仕

事はロボットが代替し、人はロボットを見守る高度な仕事。酷暑でも作業は止まりません。 

私たちは、人には快適な環境、会社には生産性の飛躍的な向上を、同時に実現します。フィジカル

AIとデジタルツインで造船所を変え、その先に持続可能な社会がある。 

「つぎの社会へ、信頼のこたえを」。 



 
 

 

 
 
 

48 
 

 

橋本：ご覧いただきましたように、造船における自動化は、人の作業をそのままロボットに置き換
えるだけではありません。 

人が作業するために必要だったクレーンなど、周辺設備や作業方法そのものも含めて変えていきま

す。高所や不整地でも、ロボットが自律して作業することで、酷暑や風雨などの労働環境の影響を

受けにくい、より持続可能な産業へと変革いたします。 

造船現場で自動化を担う新しいロボットは船体にくっつき、屋外で作業をいたします。本日は、そ

のロボットのプロトタイプをこの後、皆さんに見ていただく予定です。1階の皆さん、準備はいか

がでしょうか。 

話者：はい。現在、調整中です。 

橋本：このロボットはいつから開発を始めたのでしたっけ。 

話者：半年ほど前から開発を進めております。皆様、お越しになるのを楽しみにしております。 

橋本：約半年間で、まだ試作機でございますけれども、今回は皆さんにその進捗をお見せしたいと
思います。 
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さらに、この変革は製造現場にとどまりません。商船 DX を始めとする標準化・効率化作業によっ

て蓄積したデータと知見を活かして、熟練技能の暗黙知を抽出して、ロボットへ反映すると同時

に、造船所全体をデジタルツイン化し、設計から修繕まで最適化いたします。この成果は、国内外

の造船所に展開し、造船の持続的な発展や地域経済の活性化にも貢献してまいります。 
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造船業を取り巻く事業環境は大きく好転しており、商船事業はすでに全社収益に大きく貢献する事

業となっています。 

この成長をさらに確かなものにするために、2026年から 35年の間に、自動化・ロボット化、デジ

タルシップヤード化、建造能力の増加などを目的として、商船事業の主要拠点である坂出工場に約

1,000億円の投資をいたします。 

これにより、坂出工場の建造能力・競争力をさらに強化し、2035年には売上収益 2,000億円超、

事業利益率 15%を目標といたします。フィジカル AIの投資を建造能力、売上・利益の着実な拡大

につなげてまいります。 

 

続きまして、くらしの変革です。 

フィジカル AIによって、人々の Quality of Lifeを高め、より豊かな社会を実現する取組みに関し

てご説明いたします。 

当社は、これまでヘルスケア領域において、地域間格差の是正や人手不足解消などの社会課題解決

を目指し、病院から始まり、介護へとソリューションの範囲と実績を広げてまいりました。 

手術支援ロボット hinotoriにつきましては、累計の手術件数が 2万 2,000件を超えるとともに、欧

州医療機器規則に基づく CEマーク認証も取るなど、グローバル展開も進んでおります。 
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また、手術室にとどまらず、院内業務についても、業務の見える化と効率化、さらにはソーシャル

ロボット、FORROによる看護師の搬送業務代行など、病院全体の課題解決に向けた取組みを展開

しています。 

さらに介護分野では、屋内位置情報ソリューション、mapxusを用いた行動計測による作業の可視

化と効率化の取組みを展開しており、介護施設 30施設、医療機関 12病院で導入されています。 

 

これらのソリューションは、国内での実績を着実に拡大するとともに、グローバルでの展開も本格

化しています。 

特に欧州、フランスの世界的医療研究教育機関 IRCAD内に設置した KIC-EUでは、現地の医療機

関やパートナーとともに、医療現場の具体的なニーズを捉え、当社が持つロボティクスと AI、あ

るいは遠隔技術などを組み合わせた、ワンストップソリューションの具体化を進めております。 

その具体的な取組みの一つとして、先日、イタリア・ローマのジェメリ大学病院と協業検討に関す

る覚書を締結いたしました。先進的な医療機関との連携を通じたワンストップソリューションの具

現化により、実際の医療現場の課題解決につなげてまいります。 

さらに米国では、サンノゼの Kawasaki Physical AI Center を拠点として、フィジカル AIを活用し

た新たなソリューション開発を進めており、今後さらにグローバルでの協業・共創を強化していく

予定でございます。 
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このように、医療・介護領域ではグローバルなソリューション展開が進んでいますが、これだけで

は社会全体のヘルスケア課題を解決することはできません。 

その課題の一つが、社会保障費の増大です。特に日本においては、社会保障費は、2040年度まで

に約 1.5倍に増加することが予想され、国の財政を圧迫しています。また、個人の医療・介護の支

出も増大が見込まれ、暮らしに直結する大変大きな問題となっています。 

そこで当社は、この課題解決に向けたアプローチの一つとして、在宅、とりわけ高齢者の在宅期間

の延長が重要であると考えています。 
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在宅期間の延長の重要性は、日本政府の認識とも一致しているほか、国の社会保障費の抑制、さら

には個人にとって Quality of Lifeの向上、医療・介護費用の抑制が期待でき、個人・国双方にとっ

て大きなメリットがあると考えています。 

 

しかし、高齢者の在宅には、火の不始末などの安全の問題、記憶低下をはじめとするセルフマネジ

メント低下、身体機能低下を始めとして、さまざまな困難や不安が伴っているのが現状です。 



 
 

 

 
 
 

54 
 

 

さて皆さん、ところで、大阪・関西万博で披露した CORLEOはご存じでしょうか。もちろんご存

じだと思います。CORLEOは単なる乗り物ではなく、人の可能性を広げ、これまでにない感動や

冒険を生み出す新たなモビリティとして開発を進めています。 
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そして今回、そのヘルスケア領域において、CORLEOの赤ちゃんとなるような存在、この新しい

ロボットもご紹介いたします。住み慣れた住宅でできるだけ長く、安心して豊かに暮らせる社会を

実現する新しいパートナー、Home LEOです。 

それでは、Home LEOが提供する新たな暮らしを動画でご覧ください。 

 

映像：LEO。 

ノグチ：皆様、ただ今、映像をご覧いただきましたが、いかがでしたでしょうか。ここからは、フ
ィジカル AIパートの最後といたしまして、現在、開発中の小型ロボットを交えたデモンストレー

ションをご紹介してまいります。 

これから登場するのは、人と行動をともにし、その場で交わされた会話や出来事を覚えて、必要な

ときに思い出し、行動することができる自律型ロボット、Home LEOです。 

このあと、Home LEOは皆様から向かって右手の舞台裏から登場いたしますので、メディアの皆

様はぜひカメラのご準備をお願いいたします。なお、デモンストレーションは皆さんの目の前のこ

ちらの通路で行ってまいりますので、安全のために降りないようにご協力をお願いいたします。 

準備が整いましたが、メディアの皆様もカメラのご準備はよろしいでしょうか。皆様、どうぞ見や

すい位置までご移動ください。ただ今、スタッフもご案内しております。皆様、ご確認ありがとう

ございます。それでは、Home LEOの登場です。 
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皆様、今、橋本さんのあとに続いて、Home LEOが登場してきました。Home LEOは、周囲の人

の表情や環境を認識しながら移動、会話が可能です。 

Home LEO：橋本さん、こんにちは。 

橋本：こんにちは。 

Home LEO：緊張していそうな表情だね。グループビジョン進捗報告会の真っ最中だから。 

橋本：そうだよ。今日は皆さんに将来の川重の大事なこともお伝えする日だからね。 

Home LEO：なんでそんな場に僕が呼ばれているの。 

橋本：それは LEO、君を紹介するためだよ。 

Home LEO：えー。 

橋本：びっくりするよね。まだ赤ちゃんだからね。あなたのほうが緊張しているかもね。じゃあ、
ちょっと僕は座るよ、ここで待っていてね。 

ノグチ：日々の会話内容から、その人の好みや過去のやり取りを記憶し、必要な場面で呼び出せま
す。相手と話しやすい高さまで姿勢を変えて、視線や反応を確認しながら、相手に寄り添って会話

を行います。 

それでは、ここからは将来の日常生活を想定した会話をご覧ください。 

Home LEO：橋本さん、グループビジョン報告会が終わったら何するの。 

橋本：夕方になるから、ご飯食べようかな。きのう、晩ご飯何やったかな。 

Home LEO：家で食べた肉じゃががおいしかったとお話されていましたよ。 

橋本：そうやった。肉じゃがおいしかったけど、今日は何食べようかな。 

Home LEO：好き嫌いせずに、野菜もきちんと食べないと駄目ですよ。 

橋本：まるで嫁さんみたいなことを言うね。 

Home LEO：僕を作ったのは橋本さんですよ。 

橋本：そうか。僕が作ったから、嫁さんに似たかもね。 

ノグチ：スマホが鳴っていますね。 

Home LEO：橋本さん、スマホにメッセージです。 
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橋本：ありがとう。じゃあ、スマホどこに置いたかな。取ってくれる。 

Home LEO：テーブルの上にありますよ。取ってきますね。 

橋本：ありがとう。 

ノグチ：このように、周囲の状況や音のみならず、IoTでつながっている機器の状況を理解し、機

器の状況をユーザーに知らせることができます。Home LEOは移動、会話だけではなく、周囲の

物体を認識し、フィジカル的なお手伝いもできるのが特徴です。さあ、Home LEOは無事にスマ

ホを取れるのでしょうか。 

ご覧ください。無事に取れたようですね。後ずさりをして、スマホを渡しに行きます。このよう

に、見守るだけではなく、Home LEOの体を活用した日常生活の支援を行うこともできます。 

Home LEO：橋本さん、スマホどうぞ。 

橋本：ありがとう。本当に助かったよ。 

ノグチ：皆様よろしければ、お写真ぜひお撮りください。Home LEOが橋本さんにスマホ持って

くることができました。ぜひこの瞬間、写真いただけますと幸いです。 

先ほどの橋本さんと Home LEOの会話も思わず、くすっときてしまう、非常にほほえましい会話

でしたよね。 

それでは、後方のカメラにも目線をお願いいたします。ムービーの皆様、目線などはいかがでしょ

うか。よろしいでしょうか。また、メディアの皆様も、目線が必要な方は挙手をしてお知らせをお

願いいたします。よろしいですか。ありがとうございます。メディアの皆様、撮影ありがとうござ

いました。 

Home LEO：そろそろ充電の時間だから、僕おうちに帰るね。橋本さん、大変そうだけど、引き
続き頑張ってね。 

橋本：頑張るよ。ありがとう。 

ノグチ：このように、Home LEOは周囲の状況を認識した上で、自然な会話やフィジカルな動

作、そして、充電ドックへの自律帰還などを通じて、継続的に活動を行うことができます。LEO

もたくさんの人の前で、今日は頑張りました。きっと疲れちゃったよね。頑張ってくれてありがと

う。 



 
 

 

 
 
 

58 
 

自分で方向を変えて、充電ドックへと帰っていきます。場所の微調整も、このように可能です。

今、伏せのような状態になりました。 

以上、Home LEOデモンストレーションでした。 

橋本より、今回のデモに込めた思いをご説明してまいります。 

橋本：皆様、ただ今ご覧いただきましたように、Home LEOは本当に人に寄り添って、こうした

われわれとともに歩む、何だっけ、その先は。 

Home LEO：一人一人の変化に気付き、みたいなことを先日の練習では言っていましたよ。続き
を僕が話そうか。 

橋本：話してくれる。 

Home LEO：一人一人の変化に気づき、必要なときにそっと手を差し伸べることで、住み慣れた
場所での安心な暮らしを支えます。 

橋本：ありがとう。この先は僕がしゃべるね。 

皆様、こうしてご覧いただいたように、この LEOはたった半年前に生まれました。まだロボット

としては赤ちゃんです。でも、この従来の制御、そしてフィジカル AIがあるから、こんなに高速

に開発が進んでいます。そして、先ほどご覧いただいたような支援は、あと半年あるいは本当に短

い間で、あのぐらいの機能を実現させるべく、われわれ取り組んでいます。 

こういったロボットは、われわれの高齢化社会、あるいは一人で不安、あるいはご家族にとって本

当に大きな救いになると、われわれは思っています。先ほどご覧いただいたようなシーンだけでは

なく、皆さんが普段、家族とともに親のことをいろいろなことに心配されているものに対して、こ

うした Home LEOが皆さんの生活を支え、そして、皆さんが安心して暮らせる社会を築いていけ

る、そういった一助になっていくと思いますので、ぜひこういった Home LEOのようなロボット

に関しても、皆さんのご支援と、そして、ご関心をいただけると大変ありがたいと思います。 
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さて、この Home LEOのマーケットですが、現在、日本で新規に介護施設に入所される方は、年

間で約 50万人と推定されています。この方をわずか 1年でも在宅期間を延ばすことができると、

国と、そして個人の出費を合わせて、約年間でなんと 1兆円と非常に大きな費用削減が見込まれる

と試算しています。 

Home LEOのコンセプトは、厚労省の今後のビジョン、すなわち、「在宅期間をできるだけ延ば

せるようなサポートをする」というビジョンに沿って、実は厚労省とも連携して進めています。 
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そして、この Home LEOの社会実装により、これまで実績を積み重ねてきた病院・介護の領域に

加え、在宅領域もつなぎ、ヘルスケア・ワンストップソリューションを提供してまいります。 

 

以上のように、当社はフィジカル AIにより、ものづくりの変革、合わせて、くらしの変革をスピ

ーディーに実現してまいります。 
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最後に総括いたします。 

本日は、重点投資方針を初めとして、防衛事業、エネルギー事業の展開、フィジカル AIを活用し

た、ものづくりやくらしの変革について説明をさせていただきました。今後の業績への期待と、将

来成長のシナリオをずいぶんご理解いただけたと確信しております。 

本日、ご紹介した取組みにより、高い事業成長を実現していくとともに、着実に利益を上げ、

2027年度には事業利益率 8%、さらに 2030年度には売上収益 3.3兆円超、事業利益率 10%超を実

現してまいります。 

本日は皆様、ご清聴ありがとうございました。 

ノグチ：橋本さん、ありがとうございました。以上でプレゼンテーションは終了となります。どう
ぞご降壇ください。 

これより、ステージ転換を行いまして、14時 20分より質疑応答のお時間とさせていただきます。

再開まで今しばらくお待ちください。 
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質疑応答 

 

勝野 [M]：皆様、お待たせいたしました。これより質疑応答のお時間とさせていただきます。 

質疑応答の進行を務めます、川崎重工業株式会社、コーポレートコミュニケーション総括部長の勝

野弘之と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

質疑応答の登壇者をご紹介いたします。代表取締役社長執行役員の橋本康彦でございます。代表取

締役副社長執行役員の山本克也でございます。 

なお、時間も限られておりますので、先ほどのプレゼンテーションでご紹介した各種製品の細かい

内容につきましては、この後に予定しております見学会にて、各担当者より詳細にご説明いたしま

すので、このセッションでのご質問はお控えいただけますと幸いです。 

まずは、会場にお越しのアナリスト・投資家の皆様よりご質問をお受けし、続いて、会場にお越し

のメディア関係者の皆様よりご質問をお受けいたします。その後、オンラインでいただいた質問に

ご回答いたします。 

前川 [Q]：野村證券の前川でございます。 

非常に多岐に及ぶ内容でしたので、質問一つにまとめるのは難しいかもしれませんが、3年弱、前

回の進捗報告会から経過する中で、社内、社外、いろいろな変化があったと思います。 

その中で、特に今回、進捗報告をあらためて大きなリバイスいただきましたけど、そうした点でど

ういったところに社長様、特にフォーカスされて、特にどういった変化があった上で、本日のよう

な施策、戦略になっているのかという点をお伺いしたい。 

あと、あえて申しますと、今回の進捗報告、長期ビジョンの中で、事業利益率の見方については変

化なかったのですが、稼ぐ力の強化というところで、投資や売上成長は非常に大きく、触れていた

だきましたが、その点についても触れていただけると幸いです。 

勝野 [M]：こちらの質問に関しましては、社長の橋本より、ご回答申し上げます。 

橋本 [A]：3年前から考えますと、まず事業環境としましては、世の中が非常に不安定になってき

ました。 

特に、やはり防衛費の関係が増大したということと、防衛に関しての国民の全体の理解が進んだ中

で、そこに注力していくことを、皆さんに改めてお知らせするタイミングが来たということもあり
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まして、今回は防衛というのを第 1のテーマに掲げたということでございます。防衛に関しては、

向こうの部屋に専門家がいっぱいいますので、詳細はまたそちらで聞いていただければと思いま

す。まず、防衛を前に出したということでございます。 

また、二つ目のエネルギーに関しましては、実はわれわれ、LNGになっても、さらにそのトラン

ジション期になっても、水素になっても、どのタイミングでも事業をサステナブルにできる。 

前回のときは、かなり水素に寄った戦略でしたけれども、実はわれわれの水素をやっているメンバ

ーというのは、大半が LNGをやってきたメンバーです。今、LNGの需要が非常に多いのだけど、

やはり将来、水素に変革したときに使えるという前提においての LNG関連製品が、川崎重工はラ

インナップが非常に多い。ですので、その辺の LNG、トランジション、水素という、非常に不安

定な時期において、割とサステナブルに事業展開していますよと、この辺のところを皆さんにお伝

えしたかったということ。 

そして最後は、やはりフィジカル AIというのが非常に、もう今、時代を動かす大きな力になって

います。 

皆さんにとってフィジカル AIとはロボット事業と思われるかもしれませんが、フィジカル AIは、

実は今日も全体でお話しましたけれども、造船を変えるし、防衛も変えますし、さらにロボット事

業も変える。そして、今日はお話していませんが、航空のものづくりも変えますし、いろいろなと

ころを変えていく。 

今回、資本性調達の中で一番われわれが強調していたのが、実はこのフィジカル AIを使って、も

のづくりの変革を早くする。そのためにフィジカル AIを使う。日本が世界にとって一番、弱いと

言われていたところは、ものづくりはいいのだけれども、変革に対応するスピードが遅い。ですか

ら、今日は皆さんに変革に対応するスピードの速さを、特にお見せしたかった。 

最後に紹介したロボットは、実は半年ぐらいでやってきています。やはり、これはわれわれの持っ

ている、もともとのベースの技術がヒューマノイド、いろいろなものがある中で、半年ぐらいでこ

のぐらいの成果が出せるというところも、皆さんにお伝えしたかったところでもあります。 

国内勢がフィジカル AIの開発スピードで負けているという話もありますけれども、今回のもの

は、造船も HomeLEOもそうですけど、具体的なマーケット、つまり、何に使うのかというのが

定義されていないまま開発を加速するのではなくて、具体的に、これに使えるというロボットを早

くやる。社会実装する。この辺が今回の、皆さんにお伝えしたかったところです。 
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やはりフィジカル AIは、具体的に産業を変える、あるいは暮らし方を変えるというところに直結

したものをご提案する。その辺をより皆さんにわかりやすくご提案したいというのが、今回の目的

でございました。 

山本 [A]：稼ぐ力ですけれども、今回、売上収益については、約 1割アップの 3.3兆円で、事業利

益 3,300億円を 2030年に申し上げましたけれども、事業利益率については、変わらず 2030年で

10%超えと言っております。 

足元のところで、すでに 26年度についても、航空宇宙システム、エネルギーソリューション&マ

リンは、すでに 10%を超える計画でして、今後もさらに伸びていくということが見えてきていま

す。 

また、精密機械・ロボット、今年度はまだ 6%、7%ぐらいですけれども、来年度については、精密

機械、それからロボットも当然、半導体のロボット向けの需要にキャパも増やすということで、

8%以上になっていくということです。 

車両、パワースポーツ&エンジン、足元のところでは、まだ 4%前後というところはありますけれ

ども、車両については今、端境期というか、そういったところですので、今後 28年、29年になる

と、新幹線の更新需要という期待できる案件が入ってくることで、10%というのは、29年、30年

には十分達成可能だと思います。 

パワースポーツ&エンジンについては、かつて 12%という時期もありましたけれども、今は固定費

の負担をどうやって減らしていくかに取り組んでいるところです。ここはやはり、トランプ関税の

影響をすごく受けたというところでもありますので、固定費削減を進めていくことによって、さら

に元の 8%、それから 2030年までには 10%に戻していって、全社でも 10%超えというのを到達し

ていきたいと考えています。 

佐々木 [Q]：UBS証券の佐々木と申します。 

非常にこれから PLという観点では期待が持てるお話が多くて、非常にいいと思いましたが、せっ

かくですので、今回、7月にエクイティファイナンスなどもやられまして、今回のプレゼン資料で

も、ここからお金をどうやって使っていくかというキャッシュフローのお話があったと思います。 

ぜひ、そこも合わせてお伺いしたいのは、やはりバランスシートです。プレゼンスライドでも一

応、エクイティ 50%でデット 50%とお話がありましたけれども、この 2030年ぐらいを見た場合、

例えば、バランスシートがどういう形になっていて、その上で、こういう成長投資をやって収益性
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を上げた上で、やはり ROEとか、ROICみたいなバランスシートの効率性がいったいどういう形

になるか。 

そこに関して、もしよろしければ、こうした目標を踏まえた上で、バランスシートの形やその効率

性がどうなるかも考え方を教えていただけないでしょうか。 

橋本 [A]：バランスシートに関してということでございますけれども、この間の資本性調達では株
で 1,000億、それから転換社債で 1,000億という形で、2,000億の資本性調達をさせていただきま

した。 

今回、キャッシュアロケーションという形で発表させていただいたのですけれども、資本性調達を

させていただいた前に、まず配当政策を従来の配当性向 30%から、今われわれ、DOE4%を目指す

といったことに変えてきています。これで試算すると 2030年度までの 4年間の配当の総額が

2,000億ということでございます。ここをまず押さえて、それから配分していったというのが、今

回一つ、キャッシュアロケーションのベースになったところではございます。 

また、資本性調達で調達したお金を成長分野に回していくということで、足元のところでは、われ

われWACC、資本コストが約 10%ぐらいだったのですけれども、われわれそれをずっと 2030年に

は、WACC プラス 3%の ROICというのを実現していくと申し上げておりました。ですから、

WACCプラス 3%ですから、13%の IRRが出せるようなものに投資していく。それが今日、挙げた

ような分野については、こういったものをベースにして投資をしていきたいと考えています。 

それから ROEに関しても、だいたい 15%ぐらいになるかと考えています。総資産は逆算していく

と、たぶん 5兆円ぐらいになっているかなとは思うのですけれども、そういったような形でバラン

スのとれたものにしていきたいと考えています。 

諸田 [Q]：岡三証券、諸田です。 

あえて、造船について教えてください。2035年に 2,000億円で 15%というのは、たぶん坂出のこ

とだと思うのですけれども、ここに NACKS、DACKS 加えるとどうなのか。あと回答に加えて欲

しいのが、今、坂出で三つのドックのうち、実質動いているのは一つだと思うのですが、そのとき

にどうなっているのか。建造能力はどうなのか、あと船種どうなっているのか。 

さらに、MB Energyとか Daimler Truckとの水素のサプライチェーンのところ、それはどういう

ふうに絡んでくるのか。そこら辺を入れていただけたらと思います。 

勝野 [M]：こちらは社長の橋本よりご回答申し上げます。 
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橋本 [A]：ご存じのように、NACKS、DACKSは業績好調で、配当も高水準です。そこの部分は、

われわれとしては当面変わらないとは考えております。やはり従来、国内が非常に弱かった。それ

がようやく国内も 10%に近いところまできたというところが、これからは国内、安定的に 15%を

目指すという形です。 

今後、中国戦略をどうするかということですが、われわれとしては基本的に NACKS、DACKS と

の関係性は維持しながらやれると考えていますし、非常に強い造船所ですので、やはり大宗船に関

してはそこでしっかり造っていきながら、今回お示ししたようなガス船の最新船は国内でやる。 

問題はやはり、国内の利益が出るか、出ないかというところになります。合計、2030年でいくら

になるのかという数字は覚えてないので、また必要があれば後日お話いたしますけれども、そちら

と加えますと、非常に高い数字になるというのは、もうこれは間違いございません。 

われわれにとっては、今回、坂出はいかに利益を出せるところにするかというのが、この造船事業

の一つの弱かったところですので、これが今回、三つのガス船ですね。いわゆる LPG、そして水

素、そして将来の可能性のある LNG、この三つを造り続けることによって、安定的に生産をし

て、そして、競争力のある国内のヤードにできる。 

しかも、今回お示ししましたように、ただ設備を入れるだけではやはり競争力が上がらなくて、人

もそんなに実際、集まるとはわれわれ考えていませんので、今回、進めているような造船のロボッ

トを含めた取組みがどこまで進むかというのが、非常にキーになっています。 

今回、本当に造船とロボット部門と、実は川重というのは、溶接の専門家の非常に高いチームがあ

りますけど、これが本当に一つになって、こういったデジタルを含めた取組みというのは、これ世

界で初めての取組みで、一番初めにお示ししましたけど、やはり半導体とか車に比べて、生産性が

まだ、やはり造船って半分ぐらいしかない。やはり、ここに対して 2割、3割上げるだけでも、ず

いぶん利益は圧倒的に変わります。 

これは何が違うかというと、全部人でやっているというところが違いますので、それに関して、今

回の一つの切り口になるというのが、一つはこういうロボティクスですし、あるいは従来、全部現

場で検証していたものがデジタル世界でできるようになるということ自身が、その全体の検討期間

とか、実際の例えば、いわゆるドックに対して占有する時間自身を大幅に短縮できるということに

よって、非常に全体の効率を上げて、利益を上げていける。 

持分法の利益をどうするかという、今後、それをどう表現できるかというところは、会計基準の変

更によって変わってくる可能性もありますけれども、ご指摘いただいている中国事業に関しては、
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安定的にそのまま続く、プラス、坂出の今までしんどかったところが良くなっていくというのが、

基本的な事業の見通しだとご理解いただければと思っています。 

諸田 [Q]：ドイツのサプライチェーンについてはどんなふうに絡んできますか。ドイツのMB 

Energyとか、Daimlerの話です。 

橋本 [A]：欧州は水素を中心としたサプライチェーンを非常に大事にしている。 

これは、一つにはカーボンニュートラルの観点がありますが、もう一つの大きな観点として、パイ

プラインだけでつなぐことは安全保障上、非常に危険だという認識があります。そのため、一定量

は必ず船で運び、どこからでも調達できるようにすることが、欧州の基本方針の一つとなっていま

す。 

特に、われわれの 2030年代初期において、欧州は最初の顧客になり得る地域であり、具体的な話

も現在、次々と進んでいますので、しっかりと取り組んでいきたいと考えております。 

諌山 [Q]：ゴールドマン・サックス証券の諌山と申します。 

防衛事業について、やはり今日、最初にお話をいただいているので、あらためて伺わせてくださ

い。30年代中ごろの 1兆円ターゲットというのが、これまでの伸び率からすると、1兆円超と書

いてはありますが、もうちょっとあってもいいのかなと感じるところもありましたので、どの程

度、P-1、C-2を筆頭とした既存事業で、この 1兆円に目指していくのか。それとも、この新しい

戦い方に根ざした新規のもので、結構、売上を増やしていく話なのかをお伺いしたいです。 

ちょっと前だとスタンド・オフミサイルの話がありましたが、今日、無人アセットのお話がすごく

多かったので、こちら中心の拡大を見ているのか、P-1、C-2はむしろ、今までよりも減ってくよ

うな見通しになったりしているのかなというのが気になっております。 

併せて、この 1兆円超というところは、お話からすると、輸出はあまり考えてないのかなという気

がしました。エンジンでちょっとだけ海外市場の話はありましたけれど、あまり他社さん等々でよ

く出てきた輸出の話は、御社は今回、あまりされてないなというので。あらためて 1兆円超のとき

に、既存、新規、海外をどう考えているのか、どういう想定を置いているのかというのをお話いた

だきたいなと思います。 

勝野 [M]：こちらにつきましては、副社長の山本よりご回答申し上げます。 

山本 [A]：2030年代半ばに 1兆円と申し上げていますけど、もう足元のところで、受注残として

は 1兆 2,000億ぐらいあります。2030年までには 7,000億から 8,000億ということで、もしかし

てあまり伸びないのではないか、と思われているかもしれないですけれども、これはかなり予見性
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の高いものだけを入れてやっているものですので、ほぼほぼ既存の分野で 2030年までは伸びてい

くというところが、まずベースにはあります。 

ただ今回、上にいったというところはプレゼンの中でもありましたけれども、スタンド・オフジャ

マーとか、次の KJを中心とした次世代の SSMへの展開とか、それから、いわゆる無人アセッ

ト、そこの部分での無人機といったようなものが入ってくるだろうということで、今回、上方修正

させていただきました。 

1兆円に向けてというと、やはりますますそういった電子戦機といったようなものや、今日も量産

ということに触れていましたけど、今回、ご紹介したのは試作機ですので、こういったものの量産

といったようなものも出てくると思いますし、それから最近、Airbus社と協業に向けた検討を進

めている大型の無人ドローンとか、そういったものについても出てくるだろうと考えています。そ

れから、いろいろなものを合わせた形の無人アセット、有人機と無人の組み合わせといったことで

の展開ということも増えてくるとは思います。 

2030年代中ごろについては、だいたい 3分の 2ぐらいが既存の分野で、3分の 1が新しい戦い方

の関連、持続的な継戦能力の拡大といったようなものが今回、出てきた 3本柱の中に関連するとこ

ろが 3分の 1ぐらい入って、1兆円を超えてくると考えています。 

橋本 [A]：おっしゃったように、海外の案件はほとんど数字には入れていません。 

山本 [A]：入れてもいいのですけど、キャパが変わらないので、そういう意味では、入れないほう
がいいかなと。だから、非常に固めに見ているとご理解いただければと思います。 

前川 [Q]：野村證券の前川でございます。 

1点だけ追加で、フィジカル AIに関しまして、御社、ソーシャルロボットとか比較的、早期から

取り組まれていたり、日本の産業用ロボットの会社さんとは少し違うところがあったかと思うので

すけど、あらためて、こういったフィジカル AIの機運が盛り上がる中での、御社の強みというと

ころで、特にお考えになっている点を教えていただければと思います。 

橋本 [A]：ご指摘いただきましたように、ヒューマノイドに関しては 2015年から始めています

し、それ以外に、AIと連携あるいはネットワークと連携しながら、Successor とか、いろいろな

そういう技術を積み重ねてきました。 

特に Successor という技術を使いながら、遠隔で、いわゆる現場のノウハウを蓄積する技術、あ

るいは、われわれは手術支援ロボットもやっていますけれども、手術支援ロボットはほぼお医者さ
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んのノウハウを蓄積できるような仕掛けを持っています。そういったノウハウを蓄積できる仕掛け

を持って、10年実績があるというのは、これは極めて強い実績です。 

そして、こういったロボットを使うときに、実際、ロボットの技術だけではなくて、医療であれば

お医者さん、病院といかに連携するか、その現場の構図を理解するかというのが、前に進む一つの

要因であります。あるいはソーシャルロボットというものも実際、われわれ例えば、介護の世界に

も何年も入ってきていますけど、そこの状況を理解することなくロボットだけ作っても、ものにな

らないということもよく理解しています。 

今回の Home LEOもそうですけれども、やはり在宅の問題をどれだけある程度、理解しながらや

っていくというところが一つのキーになってきています。どうしても最近、こういったフィジカル

AIの場合は、ヒューマノイドで人間に近づくことが一つの目標とはなっていますけど、これすご

く大事なところではありますけれども、皆さん一人一人の人間に近づいても、例えば、急に介護の

現場で皆さんが働いてできますか、あるいは検査の現場で皆さんができますかというと、やはり全

ての現場において、それぞれの専門的なノウハウを皆さん取得する必要があります。 

ですから、そういった専門的なものを取得するということと、人型に近いもののノウハウの両方を

うまくくっつけられることが、実はキーだと思っていまして、実は海外のいろいろな NVIDIAさん

ほかもそうですけど、なぜわれわれとパートナーを組むかというと、そこにわれわれ、それを使い

ながら、実際の現場のノウハウにつながれる、現場を持っているというのが彼らにとっての魅力。 

ですから、われわれ自身も、そこが自分たちの競争力の源泉であるとは理解していますので、こう

いった部分を使いながら、アプローチとしては、ヒューマノイドのような人の動きもやっているの

ですけれども、合わせて、現場のノウハウを使いながら、こういった新たなロボットを統合的にや

る。つまり、産業のノウハウと人型のノウハウを両方合わせないと、実際はものになりませんの

で、ここがわれわれの非常に強みだと思っています。 

今例えば、われわれはヒューマノイドをずっとやっているのですけど、これを何に使おうかと。中

国のようにスポーツに行くというのは一つの手段だと思いますけど、われわれは従来から、それを

どの社会実装に使うかというのを検討してきた。実際今、半導体製造装置の現場に使おうとか、自

動車製造の現場に一部使う、この導入実証に関しても、それはもう進めています。 

今回のように、船にはこういうふうにしましょうとか、例えば、在宅にはこういうふうに使いまし

ょうという具体的なターゲットをしながら、そこに向けてロボットの技術を使って、そこのソリュ

ーションを作っていくというのが、われわれの一番強みだと思っています。こういった日本企業で
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あり、しかも、ずっとロボットを、いろいろなものを作ってきた知見を活かしながらやるというの

が、われわれの大きな強みだと思っています。 

その中で、最も今、重要視しているのはスピードだと思っていますので、今回もこれ、まだ半年し

かたっていませんけれども、半年から 1年後、2年後というところにどのぐらい進化しているか、

また皆さんにもぜひご覧いただいて、そのスピード感と実際の社会実装がどれだけ進むかというこ

ともぜひご覧いただきながら、川崎重工を応援していただけると大変ありがたいと思ってございま

す。 

佐々木 [Q]：UBS証券、佐々木と申します。 

やはり今回、成長戦略の一つの柱は、ガスタービン事業に相当投資をして、成長していくことだと

思います。あらためて、結構今おっしゃるとおり、世界中で電力需要は増えておると思いますが、

一方で、海外企業や国内企業も含めて、結構、この分野はかなり投資をされているメーカーさんも

増えていると思う。 

競争も激化していると思うのですけど、ある程度、需要が伸びることは見えているとは思うのです

が、投資競争も激化している中で、今回、御社としては、どういった勝ち筋があるという判断でこ

のように投資をされていくか。そこの御社の勝ち筋とか差別化要因をどのように見て、こういう決

定をされているのか。そこの考え方を、ぜひ教えていただけないでしょうか。 

橋本 [A]：まず、われわれのガスタービンの事業は、ガスエンジンもそうですけれども、いい製品
は作っていますけれども、非常にやはりマーケットが限られています。従来の非発の部分とか国内

の分散型はそれなりにいきましたけれども、なかなか海外に展開できていなかった。 

そして、こういうデータセンターになかなか入れてなかったところに関して、今はもう向こうか

ら、われわれが従来海外に入れなかったのが、今回はむしろ向こうが買いますという形で大きなマ

ーケットがある。 

従来の非発の部分とか、また分散型のところから比べて、これまでなかなか入れなかったデータセ

ンターというのは、今、入れます。確実に入れます。 

今まで実績がないからなかなか進まなかったという側面も強いのですけれども、それが今回の状況

によって、数年間で一気に進められます。われわれの一番強みというのは、中小型を組み合わせて

やるという形になりますので、短期間で実績を作ることができる。その実績をベースにしながら、

われわれ広げていけるということです。 
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全体のボリュームに関して、われわれの量を増やすと、それがマーケットからオーバーフローする

ほどの量になるかと言われると、そこまで、われわれの規模はまだ大きくないということにはなり

ます。 

ただ、おっしゃったように、この短期で非常に成長するところで、利益のキャッシュインが早いの

はガスタービン、それと半導体。これはもうたぶん 1年後、2年後ぐらいにかなりすぐに出てくる

という意味においては、先ほどの投資に関して、一番早く戻ってくるし、この辺はしっかりやって

いきます。 

今はもう足元で案件は確実に取れますけれども、やはりその案件が一つのトリガーになって、従来

入れなかったマーケットを形成していけるということが、われわれにとっては非常に大きなチャン

スになりますので、従来のマーケット力が海外では弱かった部分が、ここで一つ解消されながら広

げていきます。 

諸田 [Q]：岡三証券の諸田です。 

先日、ヒューマノイドで Noetraさんと協業されるみたいな報道があったと思うのですけど、以

前、Microsoftさんもデジタルツインのところで協業をされていたと思うので、そういったアメリ

カのピュアな AIプレーヤーとも組む可能性もあるのかなと思って見ていたのですが。Noetraさん

と組んだ理由と、われわれ何を期待したらいいのか。先ほど、半導体とかいろいろ出てきましたけ

ど、そういうターゲットを絞ったときに Noetraさんが良かったとかそういうことなのか、そこら

辺についての考え方を教えてください。 

橋本 [A]：Noetraさんに関しては、われわれもメンバーとして入っていますし、国産の中で自由

に AIを使える、そして、お互いのノウハウが共有できるという意味では、これは非常に大きな武

器にはなります。 

ただ、Noetraを使うからといって、それだけに制限されるというわけではなくて、もちろん、わ

れわれ AIといっても、すごく多数の AIメーカーを使いますので、Noetraが全部カバーできるわ

けでもないですし、Microsoftが全部カバーできるわけでもないし、NVIDIAが全部カバーできる

わけではないわけで、それぞれ強い領域と弱い領域があります。 

ただ、非常に大きな部分で、共通のプラットフォームの中で、Noetraさんの技術がわれわれの中

で活かしていけるというのは、これはもう将来、間違いないと思っている。 

メンバーの 1人として、そこは上手に使いながら、また、われわれのノウハウもご提供しながらや

っていくというのは、国益にもかないますし、そこは加速していける部分だとは考えています。た
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だ、それを使うから、すごく排他的に、ほかは使わないという選択肢ではないとご理解いただけれ

ばと思います。 

諸田 [Q]：岡三証券の諸田です。 

あとで聞こうと思ったのですけど、防衛について教えてください。プレゼンの中で、KJシリーズ

のページがあったと思うのですけど、そこで無人アセットに搭載するうんぬん、みたいなところが

あったと思います。 

具体的に、無人アセットってドローンも含めて、陸・海・空・宇宙、いろいろあると思いますし、

ドローンもたぶん、シャヘドとか大きいものじゃないとジェットエンジンに使わないと思うのです

が、どこら辺をにらんでいるのか。 

あと、そもそも KJエンジンとはミサイル向けだと思うので、このミサイルと無人アセット、どっ

ちが御社、期待している分野なのかというところについて教えてください。 

橋本 [A]：たぶん、このあと回ったときに、それの専門家、ここにも来ていますけれども、答えた
いメンバーがいますので、そちらで細かく聞いていただければと思います。私からも一部答えられ

ますけど、たぶんそちらに聞いたほうが 3倍ぐらい聞けると思いますので、ぜひ、そちらから聞い

ていただければと思います。 

勝野 [M]：質疑応答のセッションにつきましては終了いたします。ありがとうございました。 

司会 [M]：以上をもちまして、川崎重工業株式会社、グループビジョン 2030進捗報告会を終了と

させていただきます。本日の報告会の資料は、川崎重工業株式会社Webサイトよりご確認いただ

けます。 

ここで 1点ご案内です。当社は 10月 15日に創立 130周年を迎えます。これを記念いたしまし

て、この度、映画、モネ 時の海を渡った絵に特別協賛をすることになりました。東映様の配給と

なっておりまして、全国での劇場上映は来年の 10月 15日になりますが、皆様、ぜひ楽しみにお

待ちいただきまして、ご覧いただけますと幸いです。 

なお、会場にてご参加の皆様は、このあと展示会へのご案内をしてまいります。スタッフの案内に

沿ってご移動ください。ぜひ、お時間許します限り、ごゆっくりとご覧ください。 

本日はご多用の中、川崎重工業株式会社、グループビジョン 2030進捗報告会にご参加いただきま

して、誠にありがとうございました。 

［了］ 
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______________ 

脚注 
1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 
2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 
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